
19

■「コスト高」を考える

　饗場「シンガポールで海運事業

を営むメリットは多いと思うが、直

面する課題もあると思う。コストは

過去に比べかなり上昇し、人を雇

い経営していくことの課題もある。

敢えて課題について挙げていただ

きたい」

　長縄「限られた人材の数と企業

側のニーズとのギャップから生じる

人手不足感と、そこからくるコスト

高は頭が痛い問題だ。相対的にコ

ストが安い東南アジア諸国から人を

呼ぶのも難しい。日本は過去10年の

実質所得賃金が5～ 6％増なのに対

し、シンガポールは労働省（MOM）

のデータによると、2013年と23年の

比較で給与水準が40％増加した。

過去を知っている人からすると重た

い話だが、年率に直すと3％台の上

昇であり、そう捉えると違う感覚も

あるだろう。このようなコスト増の中

でいかにビジネスを対応させていく

かという話に帰結すると思う」

　田中「経営目線でいうと、生活費

の上昇は人件費や家賃に跳ね返る。

需要と供給の中でそのような価格状

況が生み出されているとしても『高

い』と感じるのは間違いない。また、

金融機関特有の悩みとして、各種

法規制を満たして運営していくに当

たり難易度が高い。日本国内の支店

経営の場合は、金融・税務当局と

の折衝は本部が対応

するのだが、シンガ

ポールではすべて支

店がやる必要がある。

コンプライアンス、リ

スクマネジメントな

ど国内支店にはない

役割を担う人が要る。

アセットを積み上げ

る営業をしたいのだ

が、内部管理に時間と労力がかかっ

ている」

　中本「生活費・物価・人件費な

どあらゆるコストは確かに上がって

いるが、世界を見回すと上昇してい

ないのは日本くらいなのかもしれな

い。本社が日本にある多くの企業目

線からいうと為替を考慮してしまう

ので（円安局面で円換算した場合

に）どうしても高く映るという面も

ある。会社として管理・運営上、コ

スト耐性を上げていかなければなら

ない。一方、シンガポールは人材

が流動的で就業機会が豊富なので、

人を育ててもすぐに辞めてしまうこ

とがあり、雇用の継続性に加えて人

材発掘やその育成コストも課題だと

感じる」

　饗場「人件費上昇の話があった

が、年率3％増はシンガポールの経

済成長率とほぼ同じなので、考えて

みたらそれは普通のことでもある。

日本企業の本社はコストを円ベース

で考えるので、今の円安環境下で日

本特有のコスト高になっていること

も考えられる」

　近藤「課題はコスト高に尽きるが、

加えて、デメリットという言い方が

正しいかわからないが、費用対効

果として日本人の勤勉さを改めて感

じるところがある。文化や考え方の

違いもあるかもしれない。また、シ

ンガポール港が拡大し、世界1位・

2位を争う港になっているが、船社

の視点からいうと、マラッカ海峡な

ど非常に狭い水域が混雑すること

による安全面の確保は課題。近隣

諸国も関わるのでシンガポールだ

けでは解決できないことだが、ここ

数年、衝突事故が起こっていること

もあって危惧するところだ」

　饗場「課題としては、外国人の

就労ビザ取得のハードルが上がっ

ていることも指摘される。金融業界

は特にそうで、外国人がシンガポー

ルで働く際に給料水準を高く設定

しなければビザを取りにくいようだ

　シンガポールで事業展開する企業に「シンガポール拠点の将来性、コスト高・人手不足を

克服できるのか ?」をテーマに意見を交わしてもらった。金融サービスを展開するスプリング

ライナーの饗場拓也社長が司会となり、国内船主などのシンガポール進出を支援する青山綜合

会計事務所シンガポールの長縄順一マネージングダイレクター、船舶金融大手である伊予銀

行の田中一司シンガポール支店長（伊予銀行執行役員）、総合商社である丸紅の船舶保有会社

MMSLの中本拓マネージングダイレクター、ケミカル船のオーナー・オペレーターで船舶管理も

現地で行うVLKトレーダースの近藤純マネージングダイレクターがパネリストとして登壇した。

左から、長縄氏、田中氏、饗場氏、中本氏、近藤氏



20

が」

　田中「金融機関に求められるバ

ーが高いのは事実。ただ、当行に

ついては実際にビザを取れなかっ

たケースはない。言い方を変えると、

『COMPASS』（外国人労働者の就労パ

スの取得審査制度）に適合したか

たちで人員を派遣しているというこ

とになる」

■「外」の活用

　饗場「コスト高への対応としては、

当社の場合、会計やキャッシュマネ

ージメントは会計事務所に、ドキュ

メンテーションは法律事務所に任

せて、コストを抑える工夫をしてい

る。例えば船舶管理の一部機能を

インドやフィリピンに移したり、会

計事務所の機能の一部をフィリピン

に移したりすることもあると思う」

　近藤「今の為替だとフィリピンや

インドよりも日本に移すという考え

方も出てくるかもしれない。電話、

インターネットがあり、ウェブ面談

もできるので、どこにいても仕事を

することが可能だ。日本はシンガポ

ールよりもジョブホッピングの機会

が少ないこともあって、オペレーシ

ョン面での優秀な人材は豊富なの

ではないか」

　饗場「長縄さんの会社はフィリ

ピンにバックオフィスを置いている

と聞く。メリットや課題をうかがい

たい」

　長縄「コロナの影響もあり働く場

所に対する考え方に変化があった

と思う。オンラインでのコミュニケ

ーションを通じて仕事をするスタイ

ルが普及してきた。当社も顧客も

同様だが、日本やフィリピンなど現

地で人を雇うことで、国境がつくる

差、アービトラージを取りに行くこ

とができると思う。一方、そのよう

な人材のロイヤリティを醸成するに

は、対面やオフライントークも大事

になる。離れた地域でどこまででき

るかはわれわれにとってもチャレン

ジだ」

　饗場　国が異なれば考え方も異

なり、経済的な差もある。他国をバ

ックオフィスとして使うことはメリッ

トがある一方、管理するのが難しい

気がする」

　長縄「当社の場合、フィリピンの

セブと東京にも拠点があるが、各地

にキーパーソンを配置している。そ

のキーパーソンを見つけるためには

手間をかけている。会計は数字を

扱うので信頼性が重要になり、リモ

ートで仕事をしながら、距離感、信

頼感をつなぐ活動は足を使ってや

っている」

　田中「当行の場合、シンガポー

ル内の体制として、ローカルスタッ

フがバックオフィス機能を担い、取

引先と直接接するのは日本から派遣

された人員として役割を分けてい

る。ローカルスタッフの離職率が高

いので、どのようにマネジメントす

るかは常に課題になる」

　饗場「ローカルスタッフのロイヤ

リティ醸成に必要なポイントとして

は給与水準が大きいのか」

　近藤「加えて、他の部分の待遇

や働く環境、周囲の人との関わりも

重要だと思う。当社はコマーシャル

オペレーションだけでなく、船舶管

理、船舶代理店、船主業もやって

いるのだが、船舶管理業務につい

ては、シンガポールは人材が豊富。

人が辞めても、コストは上がるかも

しれないが、次の優秀な人材が見

つけやすい。（人材の流動性が高い

ことは）すべてが悪いということで

もない」

　中本「船舶管理の面では、当社

は2年前に香港の船舶管理大手フ

リートマネジメント社と提携し、当

社船隊を専門的に見守るMaruFleet 

Management社をシンガポールに新

設し、当社の船舶管理を段階的に

集約していくこととした。海運ルー

ルや環境規制が複雑化・高度化す

る中、管理品質の均一化やシステ

ム強化、コストの効率化を目指し

ていく必要があると考え、これまで

の自社管理から外の第三者機能を

活用していく判断を下した。Maru-

Fleetには当社社員も出向し、また

当社内にも同体制を管理するテクニ

カルの人材を置いた。機能を外出

ししてコスト耐性を高め、この地で

生きていくという道をある意味選ん

だ形となる」

　饗場「シンガポール海事港湾庁

（MPA）はシンガポールの大学から

海事産業へのインターンを斡旋し

ていると聞く」

　中本「当社もMPAとそのような話

をしたことがある。MPAはシンガポ

ールの学生に対して海運界でのイ

ンターン派遣を推奨している。学

生の内から受け入れて何年か働い

てキャリアを積み、次に羽ばたける

ステージを提供できる会社になるこ

とが、シンガポールで生きていくオ

プションの一つとも感じている」

■シンガポール以外の選択肢

　饗場「コロナ後、ブローカーや

船主の中で、シンガポールから海

外に移った人がいた。欧州の本国

に戻ってシンガポールは出張ベー

スでくるかたちにしたり、ドバイに

移るケースもあった。最近注目され

るドバイへの見方は」

　近藤「当社は運航水域が東南ア

ジアに特化しているので、顧客もい

て船も寄港するシンガポールに優

位性があるが、船社として考えると

ドバイは外国人だけで会社運営が

できることと税制面は魅力的だと思

う」

　中本「船主業だけを考えると、ド

バイもありだとは思うが、国王族に

よる絶対王政下におけるリスクもゼ

ロではなく、健全な法治国家、グロ

ーバルな情報アクセスや開かれた

市場という点ではシンガポールに

分があるだろう。当社の親会社は商

社でシンガポールを統括的な拠点

として位置づけており、会計、財務、

法務、リスクマネジメント、情報シ

ステムなどの機能がシンガポール

に集約されている。それらを同様の

プラットフォームとして有意に活用

するうえではシンガポールを離れる

ことは考えにくい」

　饗場「船を所有するうえでは、ド

バイは国際銀行を含めて金融機関

の数が少ない気がする」



21

　田中「われわれについては、取

引先の進出に合わせて金融が付い

ていくという格好なので、先陣を切

ってドバイに行くということは難し

い。ドバイは一部欧州、トルコの船

主がオフィスを出したり管理会社を

移籍したりする話は聞くが、われわ

れの取引先の動きをみると、まだ日

系船主でドバイに行ったという話は

耳にしない」

　長縄「コロナ以降、船主からの

（海外進出の）相談は増えているが、

事業進出のオプションを持つ、比

較検討をするうえで、ドバイは上が

ってくる場所の一つ。ただ、実際に

海外に住むという話になると必ず家

族の話が出てくる。家族が住めて教

育環境のことも考えると、現段階で

はシンガポールに優位性があると

判断されることが多い」

　饗場「香港は選択肢の一つとし

てあったと思うし、今もあると思う。

中国ビジネスをするなら香港に拠点

を置いた方がよいという視点もある」

　長縄「シンガポールと香港の比

較検討は以前からあった。会計・

税務の機能でいうとシンガポールと

大きな差がないし、ビザの取得もし

やすいことはメリットだが、今時点

でモメンタムがそこまで高くないの

は事実。メインランドチャイナに何

らかの縁がある人やその地に造詣

がある人による検討が中心になって

いるように思う」

　饗場「船主業、商社機能の観点

として、香港、シンガポールで差を

感じるか」

　中本「ファンダメンタルからいう

と大きくは変わらないと考える。海

運は中国市場と接点をもつ側面が

小さくはないので、中国の動向や熱

量・体温は近場にいるほど感じや

すい。その意味ではドバイよりもシ

ンガポール。香港は中国の直轄下

であり陸続きでもあることから政治

的な影響は受けやすいかもしれな

いので、シンガポールの方が程よ

い距離感なのかもしれない。最終

的には、雑な表現だが好き・嫌いと

いう概念が働くのかもしれない。商

社の観点だと、過去コスト高などを

背景にシンガポールから周辺地域

への拠点移転を考えたことがあっ

た。トレードの主戦場はシンガポー

ルではなくマレーシア、タイ、ベト

ナム、インドなどにあって、市場に

近いところでの拠点運営、というの

が発端だったとも聞いている。結局

はメリット・デメリットを勘案して統

括機能の発揮という点でもシンガポ

ールに残ることにしたようだ」

　近藤「香港については、中国と

のビジネスがあるなど何らかの縁が

ある場合は選択肢の一つになるの

だろうが、船社としてのメリットは

香港もシンガポールも同様。どちら

かというとシンガポールの方が中国

とよい距離感があるし、アジア各国

にも近い。シンガポールは建国59

年だが、香港の失敗を反面教師に

してさまざまな政策を打ってきた国

なので、シンガポールがよりよい選

択肢なのではないか」

■成り立たせるには

　饗場「シンガポールで海運事業

を営む上での課題はコスト高、外国

人のビザ取得などいくつかあるが、

今後もシンガポールは海運のハブ

としてありなのか。課題に各社はど

う対応していくか」

　長縄「長期的な目線で重要な意

思決定を行える人材を置き、ローカ

ルの人材も育てていくことが大切だ

と思う。シンガポール以外のオプシ

ョンとしてドバイや香港などあるか

もしれないが、インフラ、金融、関

係者の集積を考えると、シンガポ

ールは一日の長がある。ほかの国に

目を配りながらも、人材や会社とし

ての機能をいかに長期目線で整え

ながら、コスト面では周辺の東南ア

ジア諸国に（一部の機能を）分散

化することができるかどうかを含め

て検討していくということだと思う」

　田中「シンガポールは船主、用

船者、船舶管理会社、商社、ブロ

ーカー、金融機関など海事関係者

が揃っている。これだけ揃った地域

は世界的にみても存在しない。この

ような集積がシンガポールの一つ

の魅力であり、今後もこれが維持さ

れれば競争力を発揮し続けられる

だろう。金融機関であるわれわれ自

身も集積の魅力を感じている。店

費は確かに高いが、中長期的に見

ればカバーできると思っている」

　中本「総論として、当社は当面は

シンガポールにステイだと考えてい

る。また、事業運営においては日本

人に頼らず、ローカライズしていく

ことも大事だ。シンガポールでの海

運業はMPAの施策に依拠している部

分がある意味大きいので、今後MPA

が長期的に（海事産業にとって）こ

の国をどう考えていくかを見守りた

い。大学卒業生にとって海事分野

はコロナ前まで人気だったそうだ

が、最近はITやスタートアップに学

生が奪われているとも聞く。だから

こそMPAはインターン派遣などの計

画を打ち始めているのだと思うが、

将来を見据えた包括的で実際的な

対応を期待したい」

　近藤「船主業はファミリービジネ

スをはじめ規模の小さな企業が運

営しているケースが非常に多いと

思う。日本と切り離して実態を持っ

た経営者、キーパーソンをシンガ

ポールに置ける企業であれば、高

いコストを負担しても、税制面など

の有り余るメリットを享受できると

思う」

　饗場「総括すると、シンガポー

ルは海運ハブとして魅力的であり

続けている。コスト高の課題に対し

ては、現地化するなどしながら、こ

れがシンガポールの水準なのだと

言えるくらいの活動レベル、収益を

実現することが大事なのだろう。こ

の座談会の司会をするに当たって

私自身、MPAとさまざまな話をした

が、長年シンガポールにいながら、

知らないことも多かった。学生を

インターンとして積極的に雇えると

か、政府が自動化の支援を行って

いることなどさまざまな取り組みが

ある。うまく外部の機能も利用して、

さまざまなノウハウを持っている人

を活用しながら、各自の事業を大き

くしていければよいと思う」

（おわり）


